


 

◆許可手数料について 

許可手数料の金額 

○新規：９万円  ○般・特新規：９万円  ○業種追加：５万円  ○更新：５万円 

※一般建設業と特定建設業はそれぞれ手数料がかかります。 

例）１ 一般更新＋特定更新・・・５万円＋５万円＝１０万円 

    ２ 一般更新＋一般業種追加・・・５万円＋５万円＝１０万円 

    ３ 一般更新＋一般業種追加＋特定新規・・・５万円＋５万円＋９万円＝１９万円 

 

 

◆「役員等」について 

暴力団排除の徹底に伴い、役員の範囲が以下のとおり拡大されました。 

役員等には、従来の役員（「業務を執行する社員」、「取締役」、「執行役」若しくはこれらに準ずる者）に加え、「顧

問」、「相談役」並びに役員と同等以上の支配力を有する可能性のある者として「総株主の議決権の 100 分の 5 以上

を有する株主」及び「出資の総額の 100 分の 5 以上に相当する出資をしている者」（個人に限る。）（株主等という。）

が含まれます。 

また、執行役員、監査役、会計参与、監事及び事務局長等は役員には含まれませんが、業務を執行する社員、取

締役又は執行役に準ずる地位にあって、建設業の経営業務の執行に関し、取締役会の決議を経て取締役会又は代表

取締役から具体的な権限委譲を受けた執行役員等は本欄の役員に含むものとします。また、規則第７条第１号ロの

常勤役員等を直接に補佐する者として申請があった者も含まれます。（様式第１２号「許可申請者の住所 ･生年月日

等に関する調書」、「登記されていないことの証明書」及び「身分証明書」の提出も必要です。） 

役員等のうち、「相談役」、「顧問」及び「株主等」については調書（様式第１２号）の「賞罰」の欄への記載及び

署名は不要です。また、「登記されていないことの証明書」及び「身分証明書」の提出についても不要です。 

 

 

◆特定建設業許可の更新について 

特定許可の更新には、更新の直前の決算において特定建設業許可の財産的基礎を満たしていることが必要です。 

要件を満たさない場合、特定建設業が失効となり一般建設業の新規申請が必要となります。（特定許可の廃業届は

不要です。） 

 

 

◆更新の申請期限について 

更新の申請期間は許可期間満了の３月前から１月前までです。３月以上前には更新の申請はできません。 

許可満了１月前を過ぎて申請する場合は始末書（任意様式）の提出が必要となります。 

許可満了日を過ぎて申請を行う場合は新規の申請となりますのでご注意ください。 

 

各事業年度終了後４か月以内に決算変更届が提出されていない場合は更新の申請を受け付けることができません。 

 

「業種追加＋更新」の申請を行う場合には、すでに受けている許可の有効期間が、原則として２か月以上残って

いることが必要です。 
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